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（注）対前年度同期比較は、補正後予算額を前年度１２月の補正後予算額と比較した増減率

収益的支出 980,875 0 980,875 0.0

資本的支出 777,561 0 777,561 32.2

合　　　計 46,351,901 492,368 46,844,269 1.8

水 道 事 業 会 計 1,758,436 0 1,758,436 12.1

土地取得事業 25,173 0 25,173 △36.3

特別会計 小計 12,559,609 0 12,559,609 △0.7

港湾整備事業 18,735 0 18,735 △3.2

交通船事業 20,147 0 20,147 6.0

下水道事業 9,423 0 9,423 59.2

大浜財産区 8,658 0 8,658 △8.8

本山財産区 1,793 0 1,793 △8.2

後期高齢者医療 573,764 0 573,764 1.8

診療所事業 64,679 0 64,679 △1.6

0.2

介護サービス事業勘定 40,643 0 40,643 △1.6

介護保険事業 6,218,310 0 6,218,310 0.2

事業勘定 6,177,667 0 6,177,667

5,224,203 △1.5

直営診療施設勘定 394,724 0 394,724 △4.1

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

国民健康保険事業 5,618,927 0 5,618,927 △1.7

事業勘定 5,224,203 0

号 数

一　　　般　　　会　　　計 33,792,292 492,368 34,284,660 2.8

令和５年度　第４回補正予算（案）　総括表
令和５年１２月６日提出

五島市総務企画部財政課

会計別補正額

会　　　計　　　名
補　正　前
予  算  額

補 正 補　　　正
予　算　額

補　正　後
予　算　額

対前年度
同期比較
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【歳　入】

1 市税 3,516,840 千円 0 千円 3,516,840 千円 10.3 ％

2 地方譲与税 255,608 千円 0 千円 255,608 千円 0.7 ％

3 利子割交付金 1,087 千円 0 千円 1,087 千円 0.0 ％

4 配当割交付金 13,178 千円 0 千円 13,178 千円 0.0 ％

5 株式等譲渡所得割交付金 16,196 千円 0 千円 16,196 千円 0.1 ％

6 法人事業税交付金 32,437 千円 0 千円 32,437 千円 0.1 ％

7 地方消費税交付金 849,543 千円 0 千円 849,543 千円 2.5 ％

8 ゴルフ場利用税交付金 4,984 千円 0 千円 4,984 千円 0.0 ％

9 環境性能割交付金 13,918 千円 0 千円 13,918 千円 0.0 ％

10 国有提供施設等所在市助成交付金 23,850 千円 0 千円 23,850 千円 0.1 ％

11 地方特例交付金 11,525 千円 0 千円 11,525 千円 0.0 ％

12 地方交付税 13,647,000 千円 0 千円 13,647,000 千円 39.8 ％

13 交通安全対策特別交付金 4,075 千円 0 千円 4,075 千円 0.0 ％

14 分担金及び負担金 90,006 千円 0 千円 90,006 千円 0.3 ％

15 使用料及び手数料 294,533 千円 0 千円 294,533 千円 0.9 ％

16 国庫支出金 4,758,212 千円 492,368 千円 5,250,580 千円 15.3 ％

17 県支出金 3,831,197 千円 0 千円 3,831,197 千円 11.2 ％

18 財産収入 383,551 千円 0 千円 383,551 千円 1.1 ％

19 寄附金 691,411 千円 0 千円 691,411 千円 2.0 ％

20 繰入金 2,194,736 千円 0 千円 2,194,736 千円 6.4 ％

21 繰越金 1 千円 0 千円 1 千円 0.0 ％

22 諸収入 383,404 千円 0 千円 383,404 千円 1.1 ％

23 市債 2,775,000 千円 0 千円 2,775,000 千円 8.1 ％

33,792,292 千円 492,368 千円 34,284,660 千円 100.0 ％

【歳　出】

1 議会費 193,624 千円 0 千円 193,624 千円 0.6 ％

2 総務費 4,469,033 千円 0 千円 4,469,033 千円 13.0 ％

3 民生費 9,126,482 千円 492,368 千円 9,618,850 千円 28.1 ％

4 衛生費 3,337,969 千円 0 千円 3,337,969 千円 9.7 ％

5 労働費 28,191 千円 0 千円 28,191 千円 0.1 ％

6 農林水産業費 3,198,135 千円 0 千円 3,198,135 千円 9.3 ％

7 商工費 1,989,650 千円 0 千円 1,989,650 千円 5.8 ％

8 土木費 1,846,300 千円 0 千円 1,846,300 千円 5.4 ％

9 消防費 997,912 千円 0 千円 997,912 千円 2.9 ％

10 教育費 3,303,083 千円 0 千円 3,303,083 千円 9.6 ％

11 災害復旧費 584,651 千円 0 千円 584,651 千円 1.7 ％

12 公債費 4,205,685 千円 0 千円 4,205,685 千円 12.3 ％

13 諸支出金 481,577 千円 0 千円 481,577 千円 1.4 ％

14 予備費 30,000 千円 0 千円 30,000 千円 0.1 ％

33,792,292 千円 492,368 千円 34,284,660 千円 100.0 ％歳　出　合　計

歳　入　合　計

款
補　正　前
予  算  額

補　　　正
予　算  額

補　正　後
予　算　額

予  算
構成比

令和５年度一般会計補正予算（第４号）

【目的別内訳】

款
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予  算  額

補　　　正
予　算  額

補　正　後
予　算　額
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構成比
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1 千円 頁

主な事業(個別表)総括表

492,368

個別表頁

住民税非課税世帯等支援給付金給付事業（追加） 社会福祉課4

事　　業　　名 担当所属課今回補正額
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１　事業名

２　事業概要

【1】対象者

① 住民税非課税世帯

　基準日（令和5年12月1日）において、世帯全員の令和5年度の住民税が非課税である世帯

② 家計急変世帯

　令和5年1月以降に家計が急変し、住民税非課税世帯と同様の事情にあると認められる世帯

【2】給付額

1世帯当たり 7万円

【3】申請方法

① 住民税非課税世帯

申請不要（返送不要）

前回（基準日を6月1日として3万円給付）、給付を受けた世帯へは12月中旬に案内通知発送予定

② 家計急変世帯

申請が必要

申請書に必要事項を記入し、添付書類とともに市へ提出

【4】支給時期

① 住民税非課税世帯・・・初回支給日：12月27日予定

② 家計急変世帯・・・・・申請書受理後、支給要件に該当する場合、速やかに支給

【5】事業費 千円

① 給付金　489,440千円

(1) 住民税非課税世帯 対象世帯見込6,979世帯×70千円＝488,530千円

(2) 家計急変世帯 対象世帯見込13世帯×70千円＝910千円

② 事務費　2,928千円

【6】財源 ： 国費10/10

３　事業費及び財源内訳 （単位：千円）

４　今回補正予算書対象頁 （単位：千円）

５　担当課 福祉保健部　社会福祉課

-
感染症対応地方創生臨時交付金）

7 頁 歳出 民生費
社会福祉総務費（報酬、職員手当等、需用費、

492,368 -
役務費、負担金、補助及び交付金）

6 頁 歳入 国庫支出金
総務費国庫補助金（新型コロナウイルス

492,368

0

今回補正額 492,368

予算書 区分 款 説　明 予算額 摘要

計 711,975 711,975 0 0 0

492,368 0 0 0

その他 一般財源

0

0

補正前の額 219,607 219,607 0 0 0

主　な　事　業　内　容　【個別表】

住民税非課税世帯等支援給付金給付事業（追加）

　エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受けた生活者のうち、特に家計への影響が大きい低所得

世帯（住民税非課税世帯等）への支援を目的として、国の経済対策において、「重点支援地方交付

金」の低所得世帯支援枠が追加されたことから、早期に対象者へ給付金を支給するため、給付金の支

給等に要する経費４９２，３６８千円を追加計上する。

492,368

区分 事業費
左　の　財　源　内　訳

国 県 地方債
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